
令和６年12月定例会議提出案件資料（追加）

12月追加

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

議員報酬手当等
　
１　議会費
　１　議会費
　　１　議会費

【議会事務局】

補 正 額 1,460千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
1,460

〔事業目的〕
　議員に対し支給する12月期末手当の支給月数の改定に伴
う増額を補正する。

〔経費内訳〕
　議員報酬手当等　　1,460千円

個別生活排水事業費

４　衛生費
　１　保健衛生費
　　６　生活排水対策費

【経営企画課】

補 正 額 406千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
406

〔事業目的〕
　令和６年度給与改定に伴う下水道事業会計における人件
費の増額を補正する。

〔経費内訳〕
　下水道事業会計補助金　　205千円
　下水道事業会計出資金　　201千円



令和６年12月定例会議提出案件資料（追加）

12月追加

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

農業集落排水事業費

６　農林水産業費
　１　農業費
　　６　農業集落排水事業費

【経営企画課】

補 正 額 378千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
378

〔事業目的〕
　令和６年度給与改定に伴う下水道事業会計における人件
費の増額を補正する。

〔経費内訳〕
　下水道事業会計補助金　　100千円
　下水道事業会計出資金　　278千円

公共下水道事業費

８　土木費
　４　都市計画費
　　５　下水道事業費

【経営企画課】

補 正 額 7,086千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
7,086

〔事業目的〕
　令和６年度給与改定に伴う下水道事業会計における人件
費の増額を補正する。

〔経費内訳〕
　下水道事業会計負担金　　7,086千円



令和６年12月定例会議提出案件資料（追加）

12月追加

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

職員人件費（一般会計）

　１款 　議会費から

　10款 　教育費まで

会計年度任用職員
　　　　　（一般会計）

　２款 　総務費から

　10款 　教育費まで

　　　【人事課】

補 正 額 323,811千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
323,811

〔事業目的〕
　令和６年度給与改定に伴う人件費の増額を補正する。
　また、職員の追加採用に伴う人件費の増額を補正する。

〔事業概要〕
１　給与改定分

　(１)　特別職　

      職員手当等   　　　　３９６千円
      共済費   　　　　１６５千円
        合　計 　　　　　５６１千円　･･･（Ａ）

　(２)　一般職　

　　　給料 　　９９，０４２千円
      職員手当等   １０５，６７０千円
      共済費   　１５，９７９千円
        合　計 　２２０，６９１千円　･･･（Ｂ）

　(３)　会計年度任用職員　

　　　報酬 　　５３，０９１千円
      職員手当等   　３２，５１０千円
      共済費   　　６，６１４千円
        合　計 　　９２，２１５千円　･･･（Ｃ）

(Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) ＝　３１３，４６７千円　･･･（Ｄ）

（参考）

　Ⅰ　特別会計分

　　※　水道事業会計及び下水道事業会計を除く

　(１)　一般職

　　　給料 　　　７，４６５千円
      職員手当等   　　７，７００千円
      共済費   　　１，１９６千円
        合　計 　　１６，３６１千円　･･･（Ｅ）

　(２)　会計年度任用職員

　　　報酬 　　　３，２７６千円
      職員手当等   　　２，３０７千円

      共済費   　　　　４９０千円
        合　計 　　　６，０７３千円　･･･（Ｆ）



   （Ｅ）＋（Ｆ） ＝ 　  ２２，４３４千円　･･･（Ｇ）

　Ⅱ　一般会計 + 特別会計
   （Ｄ）＋（Ｇ） ＝ 　３３５，９０１千円

２　追加採用分

　(１)　一般職

　　　給料 　　　７，５０１千円
      職員手当等   　　１，３５８千円
      共済費   　　１，４８５千円
        合　計 　　１０，３４４千円



令和６年12月定例会議提出案件資料（追加）

12月追加

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

新型コロナウイルスワクチ
ン接種事業費
　
４　衛生費
　１　保健衛生費
　　２　予防費

【健康増進課】

補 正 額 44,412千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
44,412

〔事業目的〕
　予防接種健康被害救済制度により国から認定を受けた者
への死亡一時金及び葬祭料の給付に要する経費

〔経費内訳〕
　予防接種健康被害給付金　　44,412千円
　



予防接種健康被害救済制度に係る死亡一時金・葬祭料の給付について

健康増進課

１．概要
　　新型コロナウイルスワクチン接種により死亡した方の遺族に対し、予防接種健康被害救済制
　度に基づく死亡一時金及び葬祭料を給付するため、必要な経費を補正予算として計上するもの。

２．予防接種健康被害救済制度における死亡一時金・葬祭料の給付について　　
　

認定者 状況 接種日
国への
進達日

認定日
市への

認定連絡日

80代
女性

循環器疾患にて
死亡

R4.2.16
（3回目）

R5.7.14 R6.11.22 R6.11.26

       

給付内容 給付額（接種年度設定額）

死亡一時金 　44,200,000円

葬祭料 　212,000円

計 44,412,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　
３．給付方法

（１）財源

　　　 令和 5年度までの臨時接種期間に接種した場合に限り、

　　　 新型コロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金にて10/10国による補助

　　　　※他の定期接種は、市負担1/4　県1/4　　国1/2

（２）給付の流れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

健
康
被
害
者

市 県 国

（
厚
生
労
働
省
）

1.申請・請求 3.進達2.進達

4.認定（否認）

　疾病・障害　
　認定審査会

予防接種健康被害
調査委員会

5.通知6.給付

7.補助金請求

10.支払い

8.補助金請求

9.支払い



令和６年12月定例会議提出案件資料（追加）

12月追加

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

職員人件費（水道事業会
計・下水道事業会計）
　

【上下水道局総務課・
　　　　　　経営企画課】

〔事業目的〕

　上下水道局職員の令和６年度給与改定に伴う人件費の増
額等について補正する。

〔事業概要〕

　１　水道事業会計

　　⑴人件費の補正
　　　　給料　　　　　　　３，８２９千円
　　　　職員手当等　　　１０，９２６千円
　　　　法定福利費　　　　　　９２９千円
　　　　合　計　　　　　１５，６８４千円

　　※水道事業会計については、収入予定額の補正は行わ
　　　ない。

　２　下水道事業会計

　　⑴人件費の補正
　　　　給料　　　　　　　３，０４２千円
　　　　職員手当等　　　　４，０１５千円
　　　　法定福利費　　　　　　８１３千円
　　　　合　計　　　　　　７，８７０千円

　　⑵一般会計繰入金の補正
　　　　一般会計負担金　　７，０８６千円
　　　　　 〃　 補助金　　　　３０５千円
　　　　　 〃　 出資金　　　　４７９千円
　　　　合　計　　　　　　７，８７０千円



令和６年12月定例会議提出案件資料（追加）

12月追加

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

国民健康保険特別会計

【国保年金課】
歳　入

　・繰入金　　　　　12,275千円
　　　　　  　計　　12,275千円　

歳　出
　・総務費      　　11,948千円
　・保健事業費    　   327千円
　　　  　　　計    12,275千円　

〔概要〕
　○職員人件費に係る調整（給与改定）

観光施設事業特別会計

【観光課】 歳　出
　・総務費　　　 　 1,061千円
　・予備費        △1,061千円
　　　　　　  計　　　　0千円　

〔概要〕
　○職員人件費に係る調整（給与改定）

扇町土地区画整理事業特別
会計

【開発管理課】

歳　入
　・繰入金　　　　　　1,221千円
　　　　　　　　計　　1,221千円

歳　出
　・土地区画整理事業費   1,221千円
　　　　　　　　計　　1,221千円　

〔概要〕
　○職員人件費に係る調整（給与改定）



令和６年12月定例会議提出案件資料（追加）

12月追加

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

介護保険特別会計

【高齢福祉課】 歳　入

　・国庫支出金　　　　300千円
　・県支出金　　　　　150千円
　・繰入金　　　　　6,321千円
　　　　　　　計　　6,771千円

歳　出
　・総務費　　　　　5,595千円
　・地域支援事業費　1,176千円
　　　　　　　計　　6,771千円　　

〔概要〕
　○職員人件費に係る調整（給与改定）

後期高齢者医療特別会計

【国保年金課】
歳　入

　・繰入金　　　　　1,106千円
　　　　 　 　計　　1,106千円　

歳　出
　・総務費　　　　　1,106千円
　　　　 　　 計　　1,106千円　

〔概要〕
　○職員人件費に係る調整（給与改定）


